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北九州市／アジア低炭素化センター

2011年3月

アジアグリーンキャンプ

地方自治体の海外技術移転事例

平成22年文部科学省産学官連携支援事業
全国コーディネート活動ネットワーク人材育成研修

～北九州市アジア低炭素化センターの低炭素化社会構築に向けた戦略～



１．センターの設立背景
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２．センターの概要

４．事業化のための仕組みづくり
⇒官民連合ビジネスモデル創出
⇒戦略的協力事業＇都市間連携,人材育成他（

５．ビジネスミッションの派遣、展示会の開催等

６．国際的なパートナーシップづくり

７．今後の展開～アジアスタンダード、２地域間GHG’s定量化～

３．世界の環境ビジネス市場における日本の課題と対策



１．センターの設立背景
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■第１期＇～１９８０（
公害の顕在化とその克服の時代＇婦人会、産学官民（

■第２期＇１９８０～（
国際協力の時代＇KITA、二つのｻﾐｯﾄ参加、国際表彰（

■第３期＇１９９０前半～（
循環型社会対応の時代＇ｴｺﾀｳﾝ、PCB処理、ごみ有料
化、分別強化（

■第４期＇２００５～（
サステナビリティ・低炭素社会対応の時代

＇環境首都、市民協働、環境モデル都市（

北九州市の環境政策の歴史
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中国・大連市の環境改善に貢献
（2001年に大連市はグローバル500を受賞）
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共同繁栄に向けたアジアとのパートナーシップ
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国連ESCAP環境と開発
に関する閣僚会議(2000)

(18カ国62都市（

北九州イニシアティ
ブ・ネットワーク
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地域資源＇国際都市間ネットワーク（
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アジア低炭素化センターの背景

北九州市基本構想・基本計画 環境モデル都市

環境と経済の両立

世界の環境首都 アジアの技術首都

都市ブランドの構
築

国際的に高い評価を受
けている環境の取組み
をさらに発展させ、世界
の人々から「世界の環
境首都」と認めれるまち
をつくります。

研究開発機能の強化
による既存産業の高度
化と新たな成長産業の
集積を促進し、「アジア
の技術首都」をめざしま
す。

２００８年７月認定

人と文化を育み、
世界につながる、環境と技術のまち

まちづくりの目標

ストック型社会の理念に基づく

低炭素社会づくり

CO2削減目標（２０５０年）

市域で50％

アジア地域で150％相当
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アジアで市内排出量の１５０％相当を削減＇=2,340万ｔ（

市として対応

150％削減

アジア低炭素化センターとして対応

センターの目標
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２．センターの概要
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１ ２０５０年のＣＯϒ削減目標
アジア地域：北九州市域の１５０％相当( 2005年比)
（＝２, ３４０万トン）

２ テーマ
日本の環境技術を集約し、環境ビジネスの手法で
“アジアの低炭素化”を推進

３ 開 設
２０１０年６月開設

４ 組織と機能

アジア・
グリーンキャンプ

センター長

アドバイザ
リーボード

ＫＩＴＡ
環境協力
センター

市環境局
環境国際
戦略室

ＩＧＥＳ
北九州
アーバン
センター

技術輸出
の支援

調査研究
情報発信

専門人材
の育成

センター長

小宮山宏
センター長

（前東大総長）

アドバイザリー
ボード委員

九州経済連合会会長
国際協力銀行経営責任者
九州経済産業局長
北九州商工会議所会頭
九州工業大学学長
北九州市立大学学長
北九州市長

技術輸出の支援策

技術輸出を支える都市間ネットワーク

アジア太平洋地域
１８か国６２都市

東アジア経済
交流推進機構
日中韓１０都市

北九州イニシアティブネットワーク

①技術のパッケージ化

②ニーズに応える技術等の改良

③実証実験のサポート

④市場性の調査

⑤金融・情報面での支援

⑥ビジネスミッションの派遣

センターの組織と機能
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エネルギーマネージメント 水ビジネス下水の膜処理と海水淡水化を
組合せた水再生実証プラント

ウォタープラザ

（日明浄化センター）

下水からの造水量 1, 000m3/ 日
海水からの造水量 400m3/ 日 無収水量率が改善

72％( 1993年)→８％( 2006年)

北九州の技術がプノンペンへ

配水管網の維持管理方法

リサイクル・廃棄物処理

北九州エコタウン

経済効果（25事業）：
・直接投資額 約600億円
・雇用創出 約1300人
ＣＯ₂削減：年間約20万トン

家電リサイクル

自動車リサイクル

廃棄物処理の最先端施設
シャフト式ガス化溶融炉

新門司工場
安全で、ごみの再資源化と熱
エネルギーの有効利用を実現

クリーナー・プロダクション及び汚染防止

クリーナープロダクション（ＣＰ）導入

・原材料、燃料使用評価及び改善
・生産工程の改善
・維持管理の徹底
・人材育成等

省エネ・省資源の実現

環境負荷低減І生産性の向上

終末処理対策
（ＥＯＰ）

Desulfurization equipmentDesulfurization equipmentElectric dust collectorElectric dust collector Wastewater treatmentWastewater treatment

Saving electricity

Casting method
ññCleaner Production"Cleaner Production"

Companiesôcountermeasures

電気集塵機 排煙脱硫装置 排水処理装置

アジア諸都市
ＣＯ₂削減と同時に、
汚染の緩和や生活の質の向上

北九州市、九州
北九州市、九州の企業を中心に、海外で
の環境ビジネス展開により地域の活性化

環境技術と社会
システムをパッ
ケージにして

移転

官民連携

ＷＩＮ－ＷＩＮ
の関係の構築

２１の国家戦略プロジェクトの一つ

アジア展開（パッケージ型インフラ海外展開）
市場規模１９．７兆円【２０２０年までの目標】

日本の新成長戦略

技術輸出の重点分野

市地域節電所を核に地域の
エネルギーをマネジメント

㈱安川電機の
インバーター

電源開発㈱の多目的
石炭ガス製造技術

北九州スマートコミュニティ(八幡東田地区)
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３．世界の環境ビジネス市場における
日本の課題と対策
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■官民連合によるインフラパッケージ輸出の諸外国のアプローチと日
本のアプローチ

事業のプロセ
ス

政 策

事業の企画

基本計画

設 計

建 設

シンガポールの
アクセスレベル

●官民一体型のファイナンス

●華僑ネットワーク

●都市国家としての商品性

●グローバルなアライアンス

など

米国の
アクセスレベル

●政官財の人材回転ドア

●グローバル企業の現地力

●現地化のノウハウ

●高度かつ先端的な技術基盤

日本の
アクセスレベル

●高度かつ先端的な技術基盤

出典：日本総合研究所
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アジア低炭素化センターの役割：
＇都市づくり政策＋人材育成＋戦
略的協力事業＇マーケティング（



■環境都市におけるアライアンス構造

政 策

事業の企画

基本計画

設計・建設

運 営

政治

省庁

地方自治体

シンクタンク・
コンサルティング会社

商社 不動産会社

設計会社

エンジニアリング会社

設備メーカー

上位政策

首長

事業責任者

担当者

部門長

新興国との

水平方向連携

出典：日本総合研究所

アジア低炭素化センターの
役割：官民連合の総合窓
口機能＋外交交渉
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案件形成

情報収集
コンサル/
ＦＳ

技術実証

ＥＰＣ
＇設計・調達・

建設（
機器

政府が案件形成・マスタープラン
・仕様書作成を積極支援
＇政府間合意、ＦＳ補助等（

政府が技術
実証をサポート

現地企業との
共同出資による
ＳＰＣ構成

コア部分以外は
現地調達し、
コスト低減

オペレーション及び
保守を含めた受注・
支援体制の整備、
リスク低減が課題

Ｏ＆Ｍ

ＦＳ予算＇ＭＥＴＩ（ 実証予算＇ＮＥＤＯ（
新設企業＝政府
出資

インフラ
ファンド

政府出資や現地政
府・企業の出資等

海外インフラビジネス展開イメージとアジア低炭素化センターの関わり

アジア低炭素化センターの重点部分 14

機器の融資及び
保証＝政府



日本の企業コンソーシアムの勝ちパターンを形成する必要性

日の丸の評価と競合の勝ちパタンのサマリー

ファイ
ナンス

開発

情報収集 コンサル
Ｏ＆Ｍ機器ｴﾝｼﾞ

調達・建設

ＥＰＣ

ﾗｯﾋﾟﾝｸﾞ
展開パターン

アジア市場での事業展開パターンをみると、日本は“ばらばら型”で、勝ちパターンが構築されていない模様

ばらばら型

各プレーヤーが
独自の思惑で、
事業を追及し、
過当競争の状況

日の丸の
ヒアリング
結果

商社

ＪＢＩＣ
ＮＥＸＩ

案件によっては商社や
重電が実施＇国内は
電力会社主導だが
海外では限定的（

在外公館

メーカー等

ＪＩＣＡ

電力

コンサル
＇東電設計（

東芝

ＭＨＩ

日立等

電力会社

Ｊ－ｐｏｗｅｒ

商社

ＫＥＰＣＯ・
ｾﾞﾈｺﾝ主導
のコンソ型

ジャイアント
重電

徹底ローカ
ライズ型

政府トップ
ダウンで
ローコスト
突破型

国際競争力のある
ゼネコンＥＰＣを軸に、
ＫＩＰＣＯのＯ＆Ｍと、
Ｄｏｏｓａｎ１社でﾐﾄﾞﾙｺ
ｽﾄ・ﾐﾄﾞﾙ品質の製品
を展開

重電ﾒｰｶｰ＇１社（を
軸に、現地法人にて
製品・ｻｰﾋﾞｽを提供
し、ﾒｰｶｰが官を利用
しながら事業展開

ﾛｰｸｵﾘﾃｨでも圧倒的
ﾛｰｺｽﾄ。ｽﾋﾟｰﾃﾞｨｰな
案件組成かつ有利
なﾌｧｲﾅﾝｽ条件で政
府から落とし込み

KEPCO

韓国ゼネコンK-EMIX

各企業の国際競争力を
高めることに注力し、個別
案件での特別な支援は
なし＇原発例外（

KEPCODoosan

案件によっては
実施＇基本ベクテル
や商社におまかせ（

KＦＷ

Siemens

子会社
＇保守中心
にﾉｳﾊｳ蓄積（

Siemens

現地法人
＇上海やインド
で合弁（

条件によっては
実施

中国輸出入
銀行など

中国政府＋華僑
Dongfang

Harbin

Shanghai

機器
ﾒﾝﾃ程度

政府

メーカー

韓国

スタディ

重電

スタディ

OECD＇ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ外の支援（

強み 機能提供程度

ＫＥＰＣＯ

出所：平成21年度「低炭素・環境対応インフラ/システム型ビジネスのコンソーシアム形成等支援事業」報告書
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ーGE イメルト会長ー
「リバースイノベーション＇逆転の
革新（」戦略
→米国で開発した先端製品を世
界市場で販売するのではなく、新
興国発の製品を世界で販売するこ
との重要性を主張
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中国の新エネルギー産業振興計画＇２０１１年～２０年（案の骨子

総投資額

政府が新エネルギー分野＇風力発電、太陽光発電、バイオマス、次世代送
電網など（に５兆元＇約６５兆円（を投資

達成目標

新車販売台数の約半分を電気自動車など環境対策車に

風力や太陽光など再生エネルギーの発電能力と１１倍の２億キロワットに

原子力発電所の発電能力を約９倍の８０００万キロワット以上に

スマートグリッドを活用した電力供給体制を全国整備

経済効果

新規雇用を１５００万人創出

出所：日本経済新聞
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再利用

自動車

電 池

原材料

原材料からリサイクルまで
伊藤忠商事の電池関連ビジネスの事業構造

リチウム資源

正極材 負極材

リチウムイオン電池の製造・販売
米エナール・ワンに出資

電気自動車の製造・販売
ノルウェーのＥＶベンチャーに出資。

日本での独占販売権と
アジアでの優先販売権を確保

電池のリサイクル
ＥＶで使用した電池を住宅や店舗などの

蓄電用に再利用

出所：日経ビジネス
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４．事業化のための仕組みづくり
＇案件発掘（
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アジア低炭素化センターのアプローチ
戦略的協力事業

⇒①自治体間の交流
⇒②従来の環境協力
⇒③人材育成事業
⇒④都市づくりの政策協議

官民連合ビジネス事業
⇒①パッケージインフラ
⇒②大企業向け
⇒③地元企業向け
⇒④中小企業向け

北九州市アジア低炭素化センターの役割
①都市間外交による総合窓口と政府間交渉
②官民コンソーシアム化組成でのリーダー企業との一体化
③持続可能な都市経営＇まちづくり（のイニシアティブ強化
④情報プラットホームの形成
⑤北九州市に進出するメリット創出＇差別化の仕組み構築（

アジア地域の環境プロジェクトに関する日本の総合
窓口及び推進拠点化＝地域経済活性化＇雇用（ 20



アジア低炭素化委員会

役割・機能

委員長：下村輝夫・福岡工業大学学長

市内の中核企業を巻き込み、一体となって推進

新日本製鐵

安川電機

電源開発

ＴＯＴＯ

住友金属

新日鉄エンジニアリング

三菱化学

新日鐵化学

三菱マテリアル

三井ハイテック

東芝

九州電力

経済界 北九州商工会議所

九州工業大学

北九州市立大学

北九州産業学術振興機構

企業

学術・研究機関

アジア低炭素化委員会

事業化推進研究会

海外事業ネットワークの活用

現地ニーズ共有

アジア向け技術・プロジェクト提案

ロードマップの作成・更新

第１回委員会： ７月１３日開催
第２回委員会：１０月２８日開催
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事業化推進研究会＇予定（
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テーマ 概要 取り組み状況 想定アジア対象地域

水ビジネス
　今後大幅な成長が見込まれる上下水道整備や運営管理な
どの海外水ビジネスに参入するため、公民連携による取組
を推進する。

・公民連携による「北九州市海外水ビジネス推進協議会」を設立（平成
２２年８月３１日）。
・副市長を団長とした「北九州市海外水ビジネス推進協議会」のメン
バーが、ベトナム・ハイフォン市を訪問。ハイフォン市と下水道分野で
の技術協力・交流に関する覚書を締結。
・その他、ニッチ市場を対象とした水処理について、財団法人北九州産
業学術推進機構（FAIS）と共同で新技術・新製品の開発及び海外移転
を検討中。

カンボジア（プノンペン市）、ベト
ナム（ハイフォン市）、中国（大連
市）、サウジアラビア、インドネシ
アなど

スマートコミュニティ

　経済産業省の「次世代エネルギー・社会システム実証地
域」の選定を受け、「北九州スマートコミュニティ創造協
議会」を主体に平成２２年度から２６年度まで実施される
実証プログラムの「北九州モデル」を海外へ技術移転す
る。

・北九州スマートコミュニティ創造協議会を設立（平成２２年８月２０
日）。
・参加企業等と海外移転を進めるためのグループ化を検討中。

インド（グジャラート州）、インド
ネシアなど

廃棄物処理・リサイクル

　経済産業省の循環型都市形成協力事業として「中国（大
連市）」や「インド（スーラット市）」などのエコタウン
協力及びビジネスマッチング、中国の都市ごみ廃棄物発電
プロジェクトのマスタープラン形成支援等を推進する。

・中国エコタウン協力で大連を対象に８月に現地調査及び個別のビジネ
スマッチングを行い、再度11月に現地調査を実施。
・インドエコタウン協力でグジャラート州スーラット市を対象に７月に
現地調査。12月にワークショップや企業との意見交換、エコタウン視
察などを実施。平成２３年１月には、２回目の現地調査を行う予定。
・その他、エコタウン協力事業とは別に、デリームンバイ間産業大動脈
構想（ＤＭＩＣ）に基づく事業調査にも参加。

中国（大連市）、インド（スーラッ
ト市）など

石炭の高効率利用
　高効率の石炭火力発電や脱硫、脱硝技術などの要素技
術、その他石炭の高度利用技術などを海外に技術移転して
いく。

・九州経済産業局と九州大学が事務局の「九州低炭素システム研究会」
と連携し、参加企業が持つ技術の海外移転を検討中。

カンボジア、インドネシアなど

省資源・省エネルギー・創
エネルギー

　生産管理や新しい生産手法による省資源、省エネルギー
に貢献する機器及びシステムや省エネ診断から省エネ設備
導入まで行うESCO事業、太陽電池などの創エネルギーに
ついて、ビジネスモデルの構築を推進する。

・㈱安川電機が推進する中国での省エネ事業について、経済産業省補助
事業の採択が決定。今後、現地政府関係機関との調整を行い、調査など
を行う。

中国（北京市、大連市）、インドネ
シアなど

環境保全、健康維持
　健康を害する物質の除去や無毒化など、健康の維持や環
境保全に資する製品や技術について、ビジネスモデルの構
築を推進する。

・企業等が簡易に利用できるGHGs（温室効果ガス）の定量化手法の構
築（国際地域間連携に関する研究会）。
・アジア地域を対象に簡易な技術を用いた低コストの製品や技術の開発
（アジア標準事業化推進研究会）。
・個別案件の対応（企業が保有する技術・製品の海外への販路開拓）。

アジア全般



＇市内中核企業で構成（

センター運営の頭脳的役割
○海外事業ネットワークの活用

○現地ニーズ共有

○ロードマップの作成

○アジア向け技術・プロジェクト提案

＇企業等のコンソーシアム（

アジアで売れる仕組みづくり

○アジア向けプロジェクト
事業の推進

○低炭素化技術の技術戦略領域や重点研究
分野の指針策定
○事業化を目指した技術開発プロジェクトの創出・推進

先導的低炭素化技術研究戦略会議
＇企業・大学・市・ＦＡＩＳで構成（

低炭素化技術開発・実証

ＫＴＩセンター
＇市・ＪＥＴＲＯ北九州・北九州貿易協会（

国際ビジネスの支援
○地元中小企業が国際ビジネスに挑戦する
環境づくり

本市海外事務所
＇大連市・上海市（

○市内企業の海外展開の支援

アジアへの
技術輸出

↓
安心・安全
持続可能な
社会形成

経済界
＇企業、済団体など（

< 都市間ネットワーク活用＞

アジア環境都市機構
＇アジア太平洋１８か国６２都市（

東アジア経済交流推
進機構

＇日中韓１０都市（

具体的プロ
ジェクトに応
じ て 、 メ ン
バーを双方
から出し合う

(低炭素化に貢献する産業群)

( 提携)
地域金融機関

アジア低炭素化センター

「アジア低炭素化センター」を中核に環境ビジネスのアジア展開で稼ぐ仕組み
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案件発掘＇ＦＳ／プレＦＳ（調査①
１ 北九州市海外水ビジネス推進協議会を通じた水ビジネスの展開

２０１０年８月３１日北九州市海外水ビジネス推進協議会を設立
構成：企業７６社 関係機関７団体 学識経験者３人
活動：民間企業のシーズ・ニーズ把握、海外の現地ニーズ調査、

官民連携による海外展開の手法検討、案件形成に向けた検討など

＇１（ 本市とメタウォーターで基本協定締結＇２０１０年８月１０日（
カンボジア国及びベトナム・ハイフォン市を対象とした海外水ビジネスの展開に連携・

協力して取組むことで合意。メタウォーターは、「小規模浄水供給システム」を活用した海
外展開を検討。

(２) ウォータープラザの活用
水ビジネス推進拠点“ウォータープラザ”をモデルにベストソリューションを提供
・先端技術＇海水淡水化＋下水膜処理（を集積し、研究開発
・自治体の運営ノウハウを蓄積し、人材を育成
・ショールームとして情報発信、商談を実施

水道技術協力(プノンペン市)

24

(３) ベトナム・ハイフォン市へのミッション団の派遣＇２０１０年１１月２３日～２７日（
■ハイフォン市水道プロジェクトへの提案

特に、協議会の会員企業がコンソーシアムを組むことにより、水源開発から施設の設計・建設、管
理運営まで水道事業全般にわたる構築・運営が可能であることをセールスする。

■下水道分野での技術協力・交流に関する覚書の締結
市内で最初の下水処理場を２０１４年完成を目標に建設する準備に入っているハイフォン市と、技

術交流や人材育成に関する基本的な覚書を締結し、ビジネス展開の下地づくりを行う。



案件発掘＇ＦＳ／プレＦＳ（調査②
２ デリー・ムンバイ産業大動脈＇ＤＭＩＣ（における環境配慮型地域開発への協力

国内随一の産業
集積/産業廃棄
物発生量全国一

非鉄製錬

操業中の産業インフラ

石油化学
セメント

鉄鋼

第１回現地調査 ７月１９日～２６日＇グジャラート州ダヘジ市、スーラット市（

北九州市、伊藤忠メタル
日立製作所、京セラ、東京電力

産業集積の特色を活かした資源
循環拠点の形成＇エコタウン化（

スマートコミュニティ開発

既存産業からの廃棄物の循環利用の可能性を調査

今後の展開
・GEPILの行うエコタウン建設に対する支援及びインドで処理困難な
電子基板等を輸出して希尐金属を回収する事業の可能性を探る
・海水淡水化などのスマートコミュニティ事業への参入も目指す

銅スラグの溶解成型工場

25



案件発掘＇ＦＳ／プレＦＳ（調査③
３ 大連エコタウン協力 ２００９年度から協力がスタート

「大連市循環経済促進条例」＇２０１０年１０月１日施行（
「廃家電、廃車、廃タイヤ、廃鉛酸電池など、特定の製品を解体する事
業」の新設は、モデル園区のみで行うと規制し、事業誘導を進めている。

(３) 課題への対応＇ゼロエミッションの実現（
入居企業間の連携や、リサイクル後に排出される廃棄物
の処理施設＇埋立処分場や焼却施設（の整備などの視点
が十分ではないので、こうした課題への対応を助言

⇒日本企業のビジネスチャンスの拡大

大連庄河市の沿岸部に建設中
敷地面積：１２㎢、投資総額：１５０億元

２０１０年度：第１回現地調査 ８月３０日～９月１日

(１) 協力の内容

① マスタープラン策定に対する助言＇２００９年度（

②リサイクル事業の立案・実行に向けた助言＜家電・自動車等＞

③企業間交流の促進

④訪日研修＇人材育成（の実施

(２) 大連エコタウンの特徴
建設場所も含め、ゼロからのスタート
新規事業者のみならず、既存事業者を含めて、いかに
このモデル園区にリサイクル産業の集積を図るかが鍵

北九州エコタウンの複合中核施設
＇溶融処理施設（

２０１０年８月末までに第１期の２．０㎢
を造成。１２月までにインフラ＇電気、
水道、道路、排水施設（を整備。来年
１月から企業の入園を開始予定。
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案件発掘＇ＦＳ／プレＦＳ（調査④
４ インドネシア・スラバヤ市における北九州スマートコミュニティモデルの移転

スラバヤ市は、人口300万人を抱えるインドネシア第２の都市

２００４年度から、北九州市の協力により、スラバヤ市内
で発生する廃棄物総量の半分以上を占める生ゴミのコ
ンポスト化を積極的に推進＇２万世帯以上に普及（

⇒ 廃棄物発生量１０％以上の削減を達成

スラバヤ市での案件発掘調査＇2010年11月、12月、2011年1月、2月（
これまでの国際協力による緊密な絆と信頼関係を活用

連携内容

○市内の国営工業団地等のスマート化＇コジェネレーションを活用した分散型エネル
ギーマネージメント（⇒官民連携ビジネス展開
○コミュニティー向け分散型処理施設整備事業＇平成23年度草の根技術協力提案済（

⇒官民連携ビジネス展開のための戦略的な協力事業
○温室効果ガス排出削減に向けた２都市間クレジットの仕組みづくり

⇒アジア低炭素化センターとしてのビジネスプラットホーム形成戦略

⇒ 今年度内に両市間で覚書を締結予定。
実証実験の始まった「北九州スマートコミュニティモデル」について、
国＇経済産業省（とも連携しながら、アジアへの移転を目指す。 27



安川電機がアジア低炭素化センターと共同で、中国の産業部門における高効率モータシステム
の普及を目指し、現地の工場で実証実験を行い、温暖化ガス排出削減の可能性や具体的な技
術の普及方法について、調査を実施。

センター初の技術輸出支援事業

経済産業省の「平成２２年度地球温暖化対策
技術普及等推進事業」 に安川電機が採択される

事業選定、排出削減量
の配分法など

日本企業 新興国企業

共同プロジェクト

ＣＯϒ

日本側と新興国側で
排出削減量を配分

導入設備あたり30～50%程度の省エネを達成

二国間クレジットの仕組み

現在の京都メカニズムの下では、日本が得意

とする省エネルギー製品、原子力発電、高効率

石炭火力等に対する適用が尐なく、適切に評

価されていない。そのため、日本の優れた技術

や製品を活かした海外貢献に関する新たな仕

組みづくりを行う。
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アジア低炭素化センター主要取組実績

29

６月：北九州市とUNIDO(国連工業開発機関（との覚書締結
６月：大連環境交易所有限公司とアジア低炭素化センターとの覚書締結
７月：第１回アジア低炭素化委員会＇石炭高度化分野につき事業化推進研究会発足（
７月：地球温暖化アジア太平洋地域セミナー＇環境省、北九州市主催（
７月：第１回 インド現地調査＇①エコタウン協力②デリー・ムンバイ間産業大動脈構想（
７月：中国地方都市廃棄物処理施設プロジェクト調査
８月：大連環境ミッション派遣
８月：第１回大連エコタウン協力 現地調査
８月：北九州市海外水ビジネス推進協議会設立＇事業化推進研究会の位置づけ（
９月：UNIDOプロジェクト ロシア連邦共和国、タタルスタン訪問団研修受入
１０月：東アジア経済交流推進機構 環境部会開催
１０月：大連エコタウン研修受入
１０月：インドネシア 5都市コンポストワークショップ開催＇IN 北九州（
１０月：第２回アジア低炭素化委員会＇省エネ分野につき事業化推進研究会発足（
１１月：タイエコタウン協力 第１回現地調査
１１月：インドネシア政府、スラバヤ市 地域間低炭素化プラットホーム形成協議＇１回目（
１１月：第２回大連エコタウン協力 現地調査
１１月：第1回アジア低炭素化センターアドバイザリーボード開催
１２月：インドネシア政府、スラバヤ市 地域間低炭素化プラットホーム形成協議＇２回目（
１月：第２回 インド現地調査及びセミナー開催＇グジャラート州とのMOU締結（
１月：インドネシア政府、スラバヤ市 地域間低炭素化プラットホーム形成協議＇３回目（
１月：第３回大連エコタウン協力 大連市共催セミナー開催、現地調査



５．ビジネスミッションの派遣、展示会の開催等
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ビジネスミッションの派遣等

日 時 概 要 成 果

８月２５日

～２９日

○派遣先：中国・大連市

○内容：大連国際環境保護博覧会出展と商談会開催

○参加者＇Ｋ－ＲＩＰとの合同ミッション（：

企業１３社/２１人 技術士会１人 九州経済産業局２人

Ｋ－ＲＩＰ１人 事務局３人 合計 ２８人

中国企業と商談が継続してい
る、または今回大連市政府の紹
介により今後商談に結びつきそ
うな７社については、来年１月に
実施予定の大連へのＫ－ＲＩＰと
の合同ビジネスミッション等を通
じて、引き続き支援する。

■ 大連商談ミッションの派遣

■ 釜山及び仁川環境展への出展
日 時 概 要 成 果

９月１日

～４日

○派遣先：韓国・釜山広域市

○内容：釜山国際環境・エネルギー産業展に出展。アジア

低炭素化センター、ＫＩＣＳ＇北九州環境ビジネス推進会（のＰＲ

○参加者：センター１人 ＫＩＣＳ１人 ＇九州経済産業局２人

Ｋ－ＲＩＰ１人 企業４社/４人（ 合計 ９人

グリーン成長戦略のもと、低炭
素化とグリーン産業育成を目指
す韓国において、市内の環境関
連企業４０社の参加するＫＩＣＳの
ＰＲを通じて、日本の環境技術を
紹介できた。

１０月５日

～８日

○派遣先：韓国・仁川広域市

○内容：仁川国際環境技術展に出展＇環境テクノス＜環境コン

サル＞、成斗建設＜アスベスト処理＞、安川電機＜インバータ＞（

企業視察、韓国環境公団＇政府系団体（との協議

○参加者：企業４社/６人 事務局２人 合計 ８人

韓国政府はアスベスト処理に興
味を示しており、今回の訪問をき
っかけに１１月初旬、韓国環境部
＇＝環境省（、韓国環境公団の４
人が北九州市を訪問し、埋立施
設や溶融施設を視察。この分野
のビジネス交流を模索中。
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◆アジア低炭素化センターは６月にオープンし、初めての海外ミッション団を派遣。個別企業ニーズに合わせた事前
調整を実施し、個別対応による成果が得られた。

◆今回は、九州地域環境リサイクル産業交流プラザ（K-RIP)と協力覚書を締結（6月）また、大連環境交易所有限公
司（大連市環境保護産業協会と中国環境企業が共同出資）とも協力覚書を締結（6月）し、協力事業第一弾。
◆個別ニーズ対応のため、大連での協力は大連市環境保護局、大連市環境保護産業協会、北九州市大連事務所とで実
施し、北九州では北九州環境ビジネス推進会（KICS)の協力により実施した。

◆大連において、2010年大連国際環境保護博覧会への出展、商談会、企業視察などを行った。

日 程： 2010年8月25日＇水（～29日＇日（

参加者： 民間企業及び団体からの参加者数１３団体、総勢３０名＇※次頁参照（

交流相手： 《大連市》 大連市政府＇環境保護局（、大連市環境保護産業協会

行程概要： 【25日】『市内視察』及び『個別企業商談』

【26日】『夏家河子下水処理場(東泰集団＇中国企業（)視察＆意見交換』
『馬欄河汚水処理場(東達集団＇中国企業（) 視察＆意見交換 』
『大連清本再生水汚水処理場＇清本鐵工(日本宮崎企業（視察』

『個別企業視察＆商談』

【27日】『大連国際環境保護博覧会』出展＆『北九州大連環境ビジネス商談
会』『個別企業商談』

【28日】『大連国際環境保護博覧会』出展＆内覧、『商談フォローアップ』
【29日】帰国 32



◆北九州・九州の環境関連企業と大連市内企業間の環境ビジネスを促進するための商談会を開催した。

日 時：8月27日＇金（ 14:00～17:00 場 所：大連国際環境保護博覧会 会場

◆商談会参加企業１１社と大連市内企業３９社との間で商談会を実施。商談件数は約50件、出展ブースでの商
談件数も約100件、トータル約150件程度におよび、今後の商談成約見込及び交渉継続案件は多数にのぼる。
◆大連市政府による環境改善の積極的な取組みから、水処理浄化技術・省エネ機器などの製品・技術に対す
る関心が特に高く、環境機器へのニーズの高まりが感じられた。
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エコテクノ２０１０＇環境・技術見本市（

九州・韓国・中国 環境ビジネス商談会＇併催事業（
○商談社数：５１社＇韓国２５社、中国２６社（
○商談件数：１１４件＇韓国６０件、中国５４件（
○商談日本企業数：５９社

エコテクノ２０１０
○期 間：１０月１３日～１５日
○開催規模：出展２３２社、３２４小間
○入場者数：２９，８５９人

東アジア経済交流推進機構第６回環境部会
２２社＇中国１２社、韓国１０社（
出展及び商談会参加
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６、国際的なパートナーシップづくり
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関連機関との協力関係の構築＇覚書締結（

国際協力銀行＇JBIC（と北九州市の間で
２００９年１２月に気候変動対策・水イン
フラに関する相互協力の覚書を締結

国連工業開発機関＇UNIDO（と北九州市

の間で２０１０年６月に低炭素社会実現の
ための相互協力に関する覚書を締結

九州地域環境・リサイクル産業交流
プラザ＇K-RIP（とアジア低炭素化セ
ンターとの間で２０１０年６月にアジア
地域における環境ビジネスの推進の
ための相互連携及び協力に関する
覚書を締結
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環境関連団体とのネットワーク化

東アジア経済交流推進機構環境部会
日中韓の１０都市ネットワーク

都 市 名 団 体 名

日
本

北九州市 北九州環境ビジネス推進会（ＫＩＣＳ）

下関市 やまぐちエコ市場（案：検討中）

福岡市 九州地域環境・リサイクル産業交流プラ
ザ（Ｋ－ＲＩＰ）

韓
国

仁川広域市 仁川地域環境技術開発センター
（ＩＥＴｅＣ）

釜山広域市 釜山環境公団（ＢＥＣＯ）

蔚山広域市 蔚山市環境技術者協会

中
国

大連市 大連環境保護産業協会

天津市 天津環境保護産業協会

青島市 青島環境保護産業協会

烟台市 烟台環境保護産業協会

アジア低炭素化センターを

拠点に、各会員都市にある

環境関連企業を束ねる組織

とのネットワーク化を図る

第６回環境部会＇2010年10月14日：環黄海経済技術交流会議
と同時開催（で、部会の開催時だけではなく、常時企業間交流
を可能とするための仕組みづくりを合意
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７．今後の展開について

～アジアスタンダードへの取組み～
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39

Â エネルギー的側面／アジアにおける“脱化石燃料社
会”への備え

Â 技術的側面／アジア伝統的な技術の“再評価と融合”

Â ビジネス側面／ソーシャルビジネス的視点、徹底的な
現地化による低価格化、パッケージビジネスニーズ

Â 北九州の環境活動／環境分野の“新たな展開＝アジ
ア低炭素化センターの設立”及び社会技術＇行政シス
テムや低炭素型都市作り等（輸出への新たなアプ
ローチ

Â 北九州市内企業への新産業創出の機会創出

※抜粋資料
アジア低炭素化センター／北九州市主催；アジア標準事業化推進研究会＇第４回（
『現地とのコーディネート・プロセス等』＇有限会社とーく 堤幸一氏（発表資料
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※抜粋資料
アジア低炭素化センター／北九州市主催；アジア標準事業化推進研究会＇第４回（
『現地とのコーディネート・プロセス等』＇有限会社とーく 堤幸一氏（発表資料



共通プラットホームの開発

アジアスタンダード技術の構築

北九州市の低炭素技術・手法
①対象地域の開発段階に合わせた技術導入
②技術のパッケージ化による付加価値向上
③社会技術の移転を通じた社会の仕組みの
変革を推進
④新しい手法の開発

アジア都市
技術移転・交流を通じた伝統的
技術と先端技術の融合

アジアスタンダード技術の確立

＜アジア標準技術の条件＞
①手頃な価格で地元による投資が可能なこと
②高いエネルギー効率をもつこと
③長期の耐久性、設置や使用の便利さ
④地元生産能力、経済規模にみあうこと
⑤地元文化と融合すること ⑥地域環境改善に貢献する等
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７．今後の展開について

～2都市間におけるGHGs排出削減定量化事業～
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背景及び課題
• 温室効果ガス＇GHGs（の排出削減が重要であると言われている一方、京都議定書のDM

など従来の排出権取引は検証の煩雑さや承認にかかる時間など、我が国の優れた低炭素
化技術・製品を通じた企業活動には活用しにくい仕組みとなっている。

• また、アジア低炭素化センターでは2050年までにアジア地域での低炭素化技術輸出を実
行することで、2005年比150%(2340万トン（削減が目標であり、GHGs削減のモニタリング手

法の確立が必要であり、更には定量化手法確立により地域事業者の経済的インセンティブの
可能性も検討している。

Âポスト京都の枠組みは必ずしも明確ではないものの、地球温暖化防止に向けて温室

効果ガス＇GHGs（の排出削減が重要であることは国際的なコモンセンスに。

ÂGHGsの排出削減に向けた国際協力の仕組みは、CDMなど従来の国連を中心とし

た仕組みの他、二国間の連携の仕組み、自治体間の連携の仕組みなど多層化に向

けた検討が進展中。

Â経済産業省が推進する「地球温暖化対策技術普及等推進事業＇2国間オフセットス

キーム（」は、現行のＣＤＭでは、国際的に十分評価がなされていない削減手法も広く

対象に含める形で、我が国の技術や投資による排出削減の貢献を適切に評価し、そ

の貢献を我が国の排出削減量として換算することを可能とするような新たな仕組の構

築を目指す。＇平成22年度予算 8億円→23年度 60億円要求（

クレジットの現状

既存の仕組み及び日本政府の取組

課題及び背景
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国際地域連携研究会：目的
研究会では、MRV手法の検討などの基本検討や海外パートナーとの連携可能性の検討、
国際地域連携推進に向けた課題とその解決策の検討などを目的としている。

基本検討
Â国内外で進む二国間連携の仕組み、自治体間連携の仕組み等の現状把握
ÂGHGｓ排出削減量の確認・検証を行うための北九州版MRV※手法の検討
＇JBIC“J-MRVòを準拠Ÿ理由：“わかりやすく且つ実務的な内容とし、また国際
的に利用されるガイドラインを目指した内容であること（
Âアジア低炭素化センターの目的：
従来から輸出製品としていたものに対するCO2削減量の見える化、地元の中
小企業が持つ新製品の輸出におけるCO2削減量の見える化、スマートシティー、
エコタウンの輸出における見える化等の定量化
Â将来的には、海外パートナーにおいて削減したGHGｓ相当のクレジットを移転
するためのシステムの検討 等

海外パートナーにおける取組みの現状と連携方策の検討

Â海外パートナーにおけるGHGs排出削減に向けた取組みとMRV手法の把握
Âアジア低炭素化センターにて推進する環境技術や社会技術の移転等の活動
との連携可能性の検討 等
⇒平成23年度JICA九州＋KITA 「低炭素化のための環境・社会技術」研修

※ MRV： Measurement, Reporting, Verification

国際地域連携研究会の目的
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基本的な考え方＇段階的なアプローチ（
最終的にCO2をアジア地域において2050年に2005年比で150％削減することを大
目標にして、まず現在動いているプロジェクトの定量化＇「見える化」（を行い、中長
期的にはクレジット等の仕掛けを利用して経済的に回る仕組みを構築していく 。

短期 定量化

最終的な目標

Âアジア地域においてCO2を150％削減
（2050年に2005年比）

中長期 クレジット化

【プリンシプル】 課題 アクション

①関係者の合意が必要
（実施におけるインセンティブが必要）

Â中長期的には経済的に回る仕組
みを構築することが必要

Âインセンティブとしても魅力的な
クレジット等の仕組みを利用

②クレジット化のための仕組みの構築
※例：何らかの認証の仕組み（？）

現状、既に動いている
プロジェクトを対象にスタート

例）スラバヤ市のプロジェクト

公的資金を活用した
二国間クレジットの検討

例）安川電機のプロジェクト

K‐MRV手法
の確立

基本的な考え方＇段階的アプローチ（



【プロフィール】
アジア低炭素化センター 技術移転マネジャー
九州地域環境・リサイクル産業交流プラザ（K-RIP）アジアビジネスアドバイザー

飯塚 誠（いいづか まこと）

1998 年 明治大学政経学部卒業
1998 年 新日本製鉄㈱入社 エンジニアリング事業本部配属環境プロジェクトマネジメント（ごみ焼却場建設）に従事
2001 年より環境ビジネスの新規事業企画・営業（環境ソリューション事業センター設立企画、土壌浄化事業、建設廃棄物、処理困
難物（PCB）処理、中国でのCDM事業等）に携わる。一貫して環境関連の新規事業企画・営業に従事
2007 年3月新日鉄エンジニアリング㈱退社
2007 年4月、環境ビジネスコンサルティングと自律行動型人財育成事業を行うため個人事業主（Soul innovation 代表）として開業
九州地域環境・リサイクル産業交流プラザ（K-RIP）クラスターマネジャー就任
2010 年4月、アジア低炭素化センター 技術移転マネジャー就任
現在、至る
（委員他）
九州グリーン購入ネットワーク 幹事（2007.4 ～2010.3 ）
福岡県国際環境人材育成事業調査検討・評価委員会 委員（2007.4 ～ 2010.3 ）
社会起業家支援ネットワーク九州（SINK）発起人世話役（2007.4 ～）
農林水産省委託事業 九州バイオマス発見活用協議会 委員（2007.6 ～ 2010.3 ）
エコアイランド九州の実現化に関する調査委員会 委員(( 財)九州地域産業活性化センター主催)（2008.7 ～2009.3 ）
長崎県新産業ビジネス化支援事業審査委員会 委員(2008.8)
環境省連携事業 九州環境パートナーシップオフィス（EPO）運営委員会 委員（2009.6 ～）
環境省九州地方環境事務所 「九州ブロックにおける地域循環圏に関する協議会」 委員（2009.7 ～ 2010.3 ）
福岡市循環のまち・ふくおか行動委員会作業部会 委員（2009.10 ～）
（大学講師）
九州工業大学特任准教授（2009.4 -2010.3)
北九州市立大学 非常勤講師（キャリアデザイン）（2008.4 -2009.9 ）
北九州市立大学 非常勤講師（環境ベンチャー論）（2008.12,2009.11 ）
熊本大学 非常勤講師（地域環境産業論）（2007.7,2008.7 ）
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アジアグリーンキャンプ！

アジア低炭素化センター
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住所
〒805-0062 北九州市八幡東区平
野一丁目１番１号国際村交流セン
ター２F

℡093-662-4020(シーオーツーゼロ（

http://www.asiangreencamp.net/

http://www.asiangreencamp.net/

